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(1) 日本の製革産業の企業実態

１
「製革業実態調査報告書」の回答企業数の推移として、ここ10年間をみると、

最も回答数が多かったのが2009年の331社。最も少なかったのが2015年の
316社であった。2018年の回答数は329社で、2009年の回答数より2社少な
かった。ちなみに、2018年の日本タンナーズ協会の会員数は329社で、2009年
の会員数より11社少ない。

全体の従業者数推移としては、2018年の従業者数は2,622⼈、対前年⽐
1.3％減であった。2009年との⽐較では388⼈の減少（12.9％減）となった。
全体の従業員数は減少傾向であるが、ここ2年は2,600⼈台で推移している。

年齢別に⾒た従業者数の構成⽐の変化（2009年と2018年の⽐較）として
、構成⽐が上昇したのが50歳以上（3.2ポイント上昇）と40歳以上（1.3ポイ
ント上昇）。低下したのが20歳代（2.3ポイント低下）、30歳代（1.9ポイント
低下）、20歳未満（0.3ポイント低下）であった。また年齢別従業者数は
2009年と2018年を⽐較すると、すべての年齢において従業者数は減少している
。増減率では年齢が低くなるにつれ、減少率が⾼くなっている。

回答企業における使用原皮（複数回答）をみると、「ヘビーステア」の企業数の
減少が⽬⽴つ。2009年と2018年の⽐較ではおおよそ半減している。また、「一
毛（内地）」については、2018年は減少となったが、それまでは増加傾向を⽰し
ていた。2009年と2018年の増減数は5ポイントの増加となった。「ホルス（内地
）」は2009年と2018年の⽐較では2.3ポイントの減少、「デイリーステア」は0.5
ポイントの減少と微減であった。その他⽬⽴ったところでは「⽜床皮」が7.2ポイント
の減少、「中⽜皮」が2.7ポイントの減少、逆に「その他の皮」が2.2ポイントの増加
となっている。

１．日本の製革産業の10年

. 過去10年日本のタンナーの変化 ＜調査回答企業数推移（全体）＞

＜従業者数推移（全体）＞

*いずれも「製革業実態調査報告書」を基に作成
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(1) 日本の製革産業の企業実態

１．日本の製革産業の10年

*いずれも「製革業実態調査報告書」を基に作成

使用原皮回答率(全体/2018年） ※（ ）内2009年回答率

＜年齢別従業者数構成⽐の変化＞

＜従業者規模別企業数構成⽐の推移＞

＜地域別使用原皮上位回答率の変化＞

1 ヘビーステア 29.1

2 ホルス（内地） 29.0

3 一毛（内地） 27.2
4 デイリーステア 12.7
5 牛床皮 11.7

1 一毛（内地） 33.6
2 ホルス（内地） 26.6
3 デイリーステア 17.9
4 ヘビーステア 15.3
5 牛床皮 12.8

2018年

            関西               (%)

2009年

1 豚皮 43.8

2 山羊皮 27.1

3 小牛皮 16.7
3 羊皮 16.7
5 14.6

1 豚皮 34.5
2 山羊皮 23.6
3 その他の皮 21.8
4 羊皮 16.4
5 10.9

2018年

ヘビーステア/ホル
ス（内地）/一毛（内
地）/中牛毛

            関東           (%)

ヘビーステア/中牛
皮/その他の皮

2009年

4

*いずれも「製革業実態調査報告書」を基に作成
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(2) 生産動向

1

１．日本の製革産業の10年

過去10年間の推移として（次⾴上段右グラフ参照）、丸革換算した1ヶ月平均
の生産能⼒と生産実績及び操業率の推移として、生産能⼒は2013年に100万
枚を割り込み、2017年には70万枚台まで落ち込んだ。2018年は上昇したものの、
2009年との⽐較では22.9％減となった。生産実績は2013年に対前年⽐15.6％
減となり、2014年には40万枚を割り込んだ。2017年には回復したものの、2018
年には再び40万枚を割り込んだ。操業率は2017年に50％を超える上昇となったが、
概ね40％前後で推移している。
尚、生産能⼒及び実績は、2009年が前年から⼤きく落ち込んだ年であり、2009

年からの10年間だとさほど⼤きな落ち込みはないように⾒えるが、2004年からの15
年間で表してみる（右グラフ参照）と、右グラフのように生産能⼒で45.2%の減少、
生産実績で54.3％の減少といった⼤幅な減少を記録していることがわかる。
地域別に2009年と2018年の生産能⼒、生産実績を⽐較してみる（次⾴左グ

ラフ参照）と、「たつの」の生産能⼒は約45％減、生産実績は約35％減となった。「
姫路」の生産能⼒は7.6％減、生産実績は10.2％増を⽰し、「川⻄」については、
生産能⼒は62.6％減、生産実績は47.4％減と集計した地区で最も落ち込みが
⼤きかった。「⼤阪他」の生産能⼒5.6％減、生産実績7.1％減、操業率は0.6ポ
イント下降した。「和歌⼭」は生産能⼒43.9％減、生産実績27.6％減となった。
また「関⻄計」については、生産能⼒33.7％減、生産実績21.8％減、「関東計」

の生産能⼒11.4％減、生産実績7.6％減という結果となった。
生産実績の推移について⾒る（次⾴下段右グラフ参照）と「クロムなめし」は

2010年に増加した後、2016年まで減少傾向を⽰し、2016年は30万枚を割り込
んだ。しかし、2017年、2018年と増加に転じた。一方、「タンニンなめし」は2010年
以降は増減を繰り返しつつも、減少傾向が強まり2018年は3万枚を割り込んだ。「
染革・その他」も年ごとに増減を繰り返しながらも、2018年の「染革・その他」の生産
実績は「タンニンなめし」の生産実績を超えた。

. 過去10年生産実績の変化 ＜生産能⼒と生産実績及び操業率の推移＞【全国合計】
※過去15年間 《月産・丸革換算》

＊「製革業実態調査報告書」を基に作成
＊生産実績は各年1〜7月の間に生産した実績の1ヶ月平均
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(2) 生産動向

１．日本の製革産業の10年

＊「製革業実態調査報告書」を基に作成
＊生産実績は各年1〜7月の間に生産した実績の1ヶ月平均

＜なめし区分による生産実績の推移＞

＜地域別生産能⼒・生産実績の変化＞

6

＊「製革業実態調査報告書」を基に作成
＊生産実績は各年1〜7月の間に生産した実績の1ヶ月平均

＜生産能⼒と生産実績及び操業率の10年の推移＞【全国合計】《月産・丸革換算》
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(3) 販売動向

１．日本の製革産業の10年

＜生産販売数量の仕向地別構成⽐の変化＞（2009年・2018年 9革種計）

＜用途別生産販売数量構成⽐の変化＞（2009年・2018年 9革種計）

＊「製革業実態調査報告書」を基に作成
＊生産実績は各年1〜7月の間に生産した実績の1ヶ月平均
＊9革種は成⽜革、中⽜革、小⽜革、馬革、豚革、⼭羊革、羊革、⽜床革。豚床革。

用途を詳細に分類し、さらに仕向地別に生産販売数量を集計して、2009年と
2018年の変化を⾒ると、輸出用の「靴用」と「鞄袋物」が伸びており、特に「婦⼈
靴甲用」の増加が顕著となった。「服飾用」は「⾐料用」と「服飾⼿袋用」の減少
が⼤きく影響し、全体は67.6％減となった。「その他用」では、「家具、インテリア用
」と「カーシート用」合計の伸びは⾒られたが、全体では0.7％増に留まっている。「
その他」の落ち込みが⼤きかった（46.5％減）。
また用途別では「服飾用」の7.1ポイントの低下、「その他用」は4.9ポイントの上

昇が⽬⽴つ。仕向地別では「輸出用」が上昇したが、1.8ポイントの上昇に留まっ
ている。

最も規模の⼤きい「靴甲用」は2012年に10年間のうち最も多い生産販売数
量を記録した。その後は減少となったものの、2016年、2017年は増加を⽰した。
しかし、2018年には13万枚を割り込み、⼤きな減少となった。「靴裏用」と「靴底
用」は急増となった年があるのが10年間の特徴と⾔える。しかし、その後は減少傾
向に転じている。「鞄袋物」はほぼ8万枚から9万枚台の推移となっており、急激な
増減は⾒られない。「服飾用」は2012年にここ10年間で最も⼤きな数値を⽰し
たが、その後は減少傾向が強まり、2017年以降は2万枚を割り込んだ。「その他
用」は2013年に落ち込んだが2014年以降は増加傾向となっている。「その他
用」はカーシート、運動具、工業用⼿袋、家具インテリアなどである。

. 過去10年販売実績の変化1
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(3) 販売動向

１．日本の製革産業の10年

＜用途別（詳細）仕向先別生産販売数量の⽐較＞（2009年・2018年 9革種計）

＊「製革業実態調査報告書」を基に作成
＊生産実績は各年1〜7月の間に生産した実績の1ヶ月平均
＊9革種は成⽜革、中⽜革、小⽜革、馬革、豚革、⼭羊革、羊革、⽜床革。豚床革。
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(4) 日本の製革業者の経営実態

1

１．日本の製革産業の10年

＜経営上の強み等と地区別の傾向（2018年）＞

今後の経営についての考え方の回答として、「1.経営は維持できると確信してい
る」と「2.経営を維持したいと努⼒している」を選択した企業を経営維持企業、「
3.経営の維持に限界を感じている」、「4.事業の転換、廃業、休業を考える」を選
択した企業を経営限界企業としてまとめている。
「経営維持企業」の構成⽐は2009年が56.2％だったが、その後2012年まで

着実に上昇し、2012年は62.7％と60％台まで上昇した。その後の2013年は
後退したものの、2014年から再び上昇し、2016年は63.2％となり、この10年
間で最も⾼い数値を⽰した。しかしながら、2017年、2018年と再び低下しており
、2018年は3.8ポイントの低下と⼤きな後退となった。「経営限界企業」は「経営
維持企業」の逆で推移し、2018年は40％を超え、41.6％を記録。3.8ポイント
の上昇となり、この10年間で最も上昇幅が⼤きかった。

. 過去10年経営状況の変化

＊いずれも「製革業実態調査報告書」を基に作成

9

散布図の⾒方としては、🔸の地域と
●の回答項⽬との相関性を⽰したも
のであり、🔸の地域が、近い距離にあ
る●の回答項⽬との相関性が強いと
いうことを可視化したもの。

「川⻄」地区以外の地区は「F」以外の回答項⽬との位置も固まっており、
各地区が似たような強みを持っているということが表れている。
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１．日本の製革産業の10年

＜コスト⾼の要因と地区別の傾向（2018年）＞ ＜経営上の問題点（コスト⾼の要因以外）と地区別の傾向（2018年）＞

＊いずれも「製革業実態調査報告書」を基に作成

10

ここでは「和歌⼭」地区以外の地区はそれぞれの回答項⽬との相関が表れてお
り、地区別の差が表れた形である。

「たつの」地区は②や⑦の回答との相関が強いが、「和歌⼭」や「関東」は
いずれの回答項⽬ともあまり相関性が低い。

散布図の⾒方としては、🔸の地域と
●の回答項⽬との相関性を⽰したも
のであり、🔸の地域が、近い距離にあ
る●の回答項⽬との相関性が強いと
いうことを可視化したもの。

散布図の⾒方としては、🔸の地域と
●の回答項⽬との相関性を⽰したも
のであり、🔸の地域が、近い距離にあ
る●の回答項⽬との相関性が強いと
いうことを可視化したもの。

(4) 日本の製革業者の経営実態
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１．日本の製革産業の10年

＊いずれも「畜産統計調査（農林⽔産省）」を基に作成

＜皮革関連の輸入⾦額推移＞（2009年〜2018年） ＜と畜頭数の推移（成⽜・豚）推移＞（2009年〜2018年）

＜皮革関連の輸出⾦額推移＞（2009年〜2018年）
＜飼養頭数の推移（乳用⽜・肉用⽜・豚）推移＞（2009年〜2018年）

＊いずれも「貿易統計（財務省）」を基に作成

(5) 日本の製革産業を取り巻く環境の変化
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１．日本の製革産業の10年
(6) 日・EU EPA締結の影響

12

2019年2月に日EU・EPAが発効された。EUからの2019年1月〜10月の累計
輸入⾦額を⾒ると、前年同期に⽐べ、41類（革類）は減少している。一方、⼤き
な伸びを⾒せたのは輸出であり、EUへの輸出⾦額は41類が8.4％増となった。しか
し、前年同期も増加しているため、EPAによる影響は⼤きいとは現状ではまだ判断
できない。ただ、EUへの輸出は着実な拡⼤を⾒せており、EPAが追い風となった格
好である。
現時点で⾔えることは、少なくとも革の流通段階における影響は⼤きくはない。⼤

きな影響をもたらすのは革製品（シューズ・バッグ・革小物など）の流通段階である。
革素材調達の段階においては、海外現地での日EU・EPAの認知や期待感はほと
んどない状態。まず日本革の認知がほとんどない。
EUの現存しているタンナーは、ここ⼗数年で⼤きく淘汰され、⽐較的規模の⼤きな

企業が残っている状態で、多くのタンナーはブランドホルダーの傘下に入っている、実
質傘下にあるような状態である。EUの皮革産業において、EU一体の動きはさほど
感じられない。つまり各国がそれぞれの取り組みを⾏なっているように、EUという括りに
なる以前から革産業のビジネス業態そのものは変わっていないということになる。
EUという括りができたことで、革産業にとってはEU域内での取引がより容易になった

ことが⼤きなメリットであり、⾼単価製品を製造・販売するサプライチェーンが、EU域
内で確⽴されたことが⼤きなメリットになっている。それでもさらに生産の低コスト化を
考え、EU域外での生産、素材調達を進めるブランドホルダーもでている。しかし、ここ
では「価格」という、日本革製品メーカーやタンナーにとっては⼤きな障壁が存在して
いる。
EUにおける革製品の市況としては、景気低迷によりどの国も内需が低下している。

しかし国内での販売はインバウンド需要の勢いがまだまだ強い現状で、むしろ市場規
模は拡⼤している状況。今後、そうした動きが一段落してくれば、EU企業は輸出強
化に注⼒してくることは明らかである。そうなると革製品の⾼級品需要がある、また市
場規模が⼤きい日本は、EPA締結によってその障壁が低くなればターゲットになりや
すい。

上記のことから⾔えることは、間接的ではあるが、日本の革産業にとってもEPA締
結の影響は小さくないと思われる。つまり、EUからの革製品輸入は今以上に拡⼤し、
その影響で日本製品の販売⼒が低下、その結果日本企業とのビジネスが主⼒の日
本のタンナーへの影響が⼤きくなってくるという流れが現実的に予想できる内容である。
いずれにせよ、革製品段階に色々な影響を及ぼすことになるが、逆に日本の革製

品企業にはチャンスが出てくる余地はあるため、日本のタンナーとしては、日本の革製
品メーカーとの協業を強化し、このEPAという機会を活かすことが重要である。

＜2017年-2019年 日本⇒EU輸出・輸入額⽐較（1－10月合計額）＞



©Yano Research Institute 2020 All Rights Reserved

１．日本の製革産業の10年
(7) 製革産業の将来予測

13

＜生産枚数の予測（月産）（2009年〜2028年予測）＞＜製革産業の従業者数予測（2009年〜2028年予測）＞

従業者数も企業数と同様に2009年〜2018年の数値をベースとする回帰分析による従業者数の予測を⾏った。これまでは⼤きな変動が⾒られない推移であることか
ら、予測通りの減少傾向が続くものとみられ、2028年で2,100⼈程度と予測される。また生産枚数の予測は企業数の増減状況も考慮した重回帰分析による算出とし
た。減少が顕著と⾔える予測となっており、2026年には30万枚を割り込み、2028年には27万枚程度の数量になることが予測される。
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２．皮革製品市場（靴・履物製品、鞄・袋物製品）の10年

靴・履物製品アイテム別市場規模推移（2009年〜2020年予測）

(13,452)(13,455)

(14,150)
(13,750)

(13,225)

（億円）

(13,680)
2018年度に縮小幅が拡⼤した背景には、これまで市場を下⽀えしてきたカジュ

アルシューズの成⻑が、ブームの沈静化や単価下落によって鈍化してきた影響が
⼤きい。また、依然として革靴離れに⻭⽌めがかかる兆しはみられず、この革靴の
不振も市場縮小の一因となっている。近年、オフィスシーンでのカジュアル化が浸透
すると同時に、消費者の靴に対する価値観や意識が急速に変化している。また、
スニーカーが一般化してきたことによって、シーズントレンドも薄れつつあるなど、靴・
履物業界を取り巻く環境は厳しい。

紳士靴は品質と信頼を備えた⾼価格帯の消費は堅調なものの、中価格帯の
消費が鈍化したことで単価が下がり、これらの要因が複合的に絡み合って、現在
の市場縮小を招いている。
婦⼈靴はスニーカー需要の⾼まりに⽐例して、「＃KuToo（クーツー）」の名で

知られるヒール・パンプス強制への反対運動や、秋冬シーズンの稼ぎ頭だったロング
ブーツが売れなくなるなど、婦⼈靴におけるシーズン・トレンドが希薄化している。履
き⼼地の快適なスニーカーが⼥性の生活に根付いたことで、⾼単価商品の需要が
振るわなくなったことも、婦⼈靴市場の低迷に拍⾞をかけている状況。
カジュアルシューズは、⼥性を中⼼としたスニーカーの広がりと、それがさらに⼤衆

層やシニアにまで広がっている点が拡⼤の⼤きな要因となっている。しかし⼤衆層に
まで拡⼤してきた影響から商品単価が下がってきている懸念するメーカーやリテー
ラーも少なくなく、需要の一巡と単価下落の影響が成⻑率を鈍化させている。
子供靴は足のサイズが短期間で変わっていくことから買い替え需要が頻繁に生じ

る特性を備えていることに加え、祖⽗⺟が孫へのプレゼント、若い世代の親が⼤⼈
と同じ⽐較的単価の⾼いブランドスニーカーを好む傾向も強まっており、これらの要
因が市場を下⽀えしていること、また供給側が店頭への集客を⽬的として戦略的
に子供靴展開の強化を図っている点などで、ここ数年は拡⼤傾向にある。

. 市場規模の変化

(1) 靴・履物製品市場の10年の推移及び市場実態

14

※矢野経済研究所作成
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2

２．皮革製品市場（靴・履物製品、鞄・袋物製品）の10年

. 流通チャネルの変化 靴・履物製品販路別市場規模推移（2009年〜2020年予測）

(13,680)
(13,452)(13,455) (13,225)

(13,750)
(14,150)

成⻑しているチャネルは、「スポーツ量販店」「EC」「その他」チャネルであり、その
他のチャネルは縮小傾向から脱することができない状況が続いている。
「スポーツ量販店」は、近年の健康志向やアスレジャーブーム等の追い風を受け

て、タウンユースタイプの低価格モデルのスニーカーなど幅広く取り揃え、スニーカー
ブームの需要を取り込んでいる。また、カフェやエクササイズスタジオの併設など、ソフ
ト面におけるサービス拡充などに取り組む店舗もあり、百貨店やGMSなどから顧客
を奪う状況が続いている。
最もシェアが⼤きい「靴専門店」チャネルは、ABCマート、ジーフット、チヨダの⼤⼿

3社の動きは堅調であるが、その他の小規模専門店の状況は厳しく、全体的な縮
小トレンドは変わっていない。またその⼤⼿3社は様々な業態のショップを展開し始
めており、ユーザーのニーズを強く意識した品揃えや価格帯などを打ち出したショップ
展開を拡⼤している。
「百貨店」チャネルは依然厳しい状況が続いており、百貨店チャネルを主戦場と

してきた⼤⼿卸業者が相次いで倒産、買収されるなど苦境に陥っている。また百
貨店自体も、ボリュームゾーンであった1〜2万円程度NBの革靴やパンプス等の
消費の落ち込みに⻭⽌めがかからず、消費が伸びているスニーカー等のカジュアル
シューズにおいても⼤⼿靴専門店やスポーツ量販店に対抗できずにいる。
「EC」チャネルはまだ分⺟は小さいが、着実に拡⼤している。シューズ専門のEC

サイトはロコンドなどが数少ない⼤⼿ECで拡⼤しているが、⼤部分はファッション商
品の1アイテムとして展開されているサイトが多く、他アイテムと⽐べると全体に占め
る⽐率はまだ小さい。また一方で、リアル店舗を持たないEC専業事業者は業容
拡⼤するなど、様々な業態によるEC展開が乱⽴している状況となっている。
「その他」チャネルについては、アパレル専門店チェーンなど異業種でフットウェアの

品揃え強化に動く店舗が増えている他、サイズ感がさほどシビアでないスニーカー需
要の増加によって好調に推移していることが市場拡⼤を⽀えている

（億円）

(1) 靴・履物製品市場の10年の推移及び市場実態

15

※矢野経済研究所作成
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２．皮革製品市場（靴・履物製品、鞄・袋物製品）の10年

. 国内出荷・輸出入のトレンド
日本の靴・履物製品メーカーの出荷額の2008年〜2017年の推移を右図

に表している。まず全体の出荷額としては、この10年間で37％の減少となって
おり、革製製品に限定した出荷額では42％の減少となった。全体に占める革
製製品のシェアは2008年~2017年の10年間の推移でみれば68.5%→
63.0%と減少している。革製製品の内訳としては、シェアとしては紳士用革靴と
作業用革靴のシェアがやや拡⼤しているが、実数としては減少している。特に革
製婦⼈靴の減少幅が⼤きい。その他ではプラスティック製靴がシェアを⼤きく拡⼤
している傾向にある。

次ページは靴・履物製品の2011年~2018年の8年間の輸出入トレンドを
表したものであるが、まず輸入トレンドとしては、全体の輸入⾦額がこの8年間で
43.9%の増加、2013年以降⼤きく増加したが、2016年に減少、ここ2年は
緩やかに増加傾向と⾔ったトレンドで、インバウンド需要のトレンドとかなり似たも
のとなっている。またその中の革製製品に関しては、⾦額こそ29.6%の増加と
なったが、全体の中のシェアは26.8%→24.1%という結果となっている。
革製製品の内訳としては、いずれも増加となったが、紳士革靴とスポーツ革靴

の伸びが⽬⽴っている。ただ数量ベースではスポーツ革靴を除いて紳士革靴、婦
⼈革靴、子供革靴などは減少傾向にある。

また輸出の傾向を⾒ると、全体の⾦額はこの8年間で58.1%の増加となった。
2015年以降の急激な伸びが⽬⽴っている。そのうちの革製製品に関しては
7.1%の伸びにとどまり、輸出⾦額そのものはやや増加したが、その他の素材製
品の伸びが⼤きく、輸出全体に占める割合も42.1%→28.5%のシェア縮小と
なった。

品⽬別靴・履物出荷額推移（2008年〜2017年）

(1) 靴・履物製品市場の10年の推移及び市場実態
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（263,965）

（166,166）

＜革製製品＞

（百万円）

※経済産業省「工業統計」（品⽬編）
※（ ）内の赤字数字は出荷額全体の合計数字
※（ ）内の⿊字数字は革製製品以外の製品の合計数字
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２．皮革製品市場（靴・履物製品、鞄・袋物製品）の10年

品⽬別靴・履物輸入額推移（2011年〜2018年） 品⽬別靴・履物輸出額推移（2011年〜2018年）
（百万円） （百万円）

(1) 靴・履物製品市場の10年の推移及び市場実態

17

＜革製製品＞

＜革製製品＞

（3,550）

(5,611）

（579,957）

（403,082）

※財務省「貿易統計」を基に作成※財務省「貿易統計」を基に作成
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1 鞄・袋物製品アイテム別市場規模推移（2009年〜2018年）

(10,915)

(9,339)

(10,056)

(9,051)

(11,211)

（億円）

(11,570)

2010年を底として、ここ10年で着実に市場規模を拡⼤させている鞄・袋物市
場の好調要因は、インバウンド需要の拡⼤、買い易いエントリー商品を投入によっ
て中間層消費が戻ってきたこと、旅⾏やレジャーなどコト消費をキーワードにした需
要が拡⼤したことなどが挙げられる。
また、ランドセル市場は祖⽗⺟の財布を含めたシックスポケットやイクメンを背景に

、いわゆる“ラン活”が定着したものとなった。2018年はランドセルの⾼級化がさらに
顕著となり、各社、⾼機能や素材による開発競争が⾏われている。ランドセル市
場へ新規参入するケースもあり、限られたパイを奪い合う市場となっている。
旅⾏鞄市場では、2018年は「働き方改革」による休暇取得の促進効果で国

内旅⾏が増加する⾒通しがあることや、⺠泊新法の施⾏による宿泊スタイルの多
様化などで、コンパクトで⼤容量なキャリーケースを中⼼に需要が⾼まってきており、
市場規模は堅調に推移している。
アイテム別にみても婦⼈の鞄・袋物がラグジュアリーブランド商品が完全にリードす

る形で順調に拡⼤しており、富裕層を中⼼とした需要が強くでているが、一方で、
紳士アイテムも拡⼤はしており、こちらは従来の客層よりもミレニアル世代等、⽐較
的若い層の需要が進んでいる。

＜市場における課題＞
◇ライフスタイルとして広がるスポーツ領域への対応
◇ファッション領域全体への提案
◇リユース（中古）市場の形成・拡⼤
◇オン・オフ両用商品の企画開発
◇⾼齢者ニーズへの対応
◇旅⾏鞄、キャリーケースなどトラベル需要の獲得
◇バッグの定額利用サービス（サブスクリプション）

. 市場規模の変化

(2) 鞄・袋物製品市場の10年の推移及び市場実態

18

※矢野経済研究所作成

２．皮革製品市場（靴・履物製品、鞄・袋物製品）の10年
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2 . 流通チャネルの変化 鞄・袋物製品販路別市場規模推移（2009年〜2018年）

(11,570)
(11,211)

(9,339)
(9,051)

(10,056)

(10,915)

鞄・袋物の販売チャネルとしては、⻑らく百貨店と鞄専門店がメインチャネルと
なっていたが、この10年で流通チャネルが拡がりを⾒せ、ここでは「その他」に分類さ
れるアウトレットモールやアパレルブティックでの販売、またカメラ量販店などのディスカ
ウントストアなどでの販売、そして駅ナカや空港などのトラフィックチャネルといった業
態に出店する動きが続いており、海外渡航者数が増加している現在、特に空港
チャネルはインバウンドユーザー獲得の⼤きな販路となりつつある等、こうした「その
他」販路は、百貨店に次ぐ規模となっている。
百貨店販路は、百貨店業界は⻑く厳しい状況にあったものの景況感の改善で

所得の⾼い層の購買が戻ってきたことと、訪日外国⼈観光客が多く訪れ、イン
ポートブランドを中⼼に⾼額の鞄・バッグを購入していること等により、都⼼部の百
貨店の鞄・袋物販売は好調に推移しているが、地方の百貨店は訪日外国⼈観
光客が多く訪れているわけではなく、売上拡⼤に繋がる要素も少なく、鞄・袋物の
売場は、来店客数も売上も減少傾向にある。そのため鞄・袋物の品揃えは、売
上を得るためにより売れ筋の商品に偏る展開となっている。
鞄専門店については、店舗数は明らかに減少傾向であるのに対し、売場面積は

拡⼤傾向にある。これは地域の個⼈店がチェーン展開を⾏う⼤⼿企業に集約さ
れているものとみられる。また有⼒セレクトショップでの扱いも拡⼤しているものの、ロ
ーカルエリアを中⼼とした鞄専門店の減少、低迷の影響は⼤きく、シェア縮小が続
いている。
EC販路は、自社ECの展開強化に加え、「Amazon」「ZOZOTOWN」、「マルイ
ウェブチャネル」、「パルコシティ」などの外部ネット通販の展開を強化する動きも顕
著で、着実にシェアを拡⼤している。ただ、鞄・袋物業界のEC化率はアパレル業
態と⽐べてまだ低く、これは市場をリードしているラグジュアリーブランドがまだEC展
開に本腰を入れていない点などがその要因となっている。

（億円）

(2) 鞄・袋物製品市場の10年の推移及び市場実態
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※矢野経済研究所作成

２．皮革製品市場（靴・履物製品、鞄・袋物製品）の10年
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3
品⽬別鞄・袋物出荷額推移（2008年〜2017年）

日本の鞄・袋物メーカーの出荷額の10年（2008年〜2017年）の推移を
表したものが右図である。全体の出荷額はこの140年間で19％の減少、革製
製品は16.6％の減少となった。全体に占める革製製品の⽐率はおおおよそ
40%前後で推移しており、その変化は多少の増減はありながらも⼤きくは変化
していない。ただ内分けをみれば「革製の書類入れ」、つまりブリーフケースのシェ
アが伸びていることがわかる。一方で「革製ハンドバッグ」のシェアが縮小しているこ
とも顕著に表れている。
また革製以外の製品の出荷額をみても、それほど⼤きな変化がない点が⾒て

取れる。⾼級製品の市場シェアがかなり⾼い特殊な市場であるために、国産
メーカーの動きも鈍い状況にあると⾔える。

次ページに纏めたのは、鞄袋物の輸出入統計の2011年〜2018年の8年
間の推移である。輸入品のトレンドして、まずは全体の⾦額が⼤きく増加してお
り、この8年間で51.3%の増加となっている。その中で、革製製品のシェアはこの
8年間で上昇しており、39.0%→46.4%にまで拡⼤している。当然その革製
品の中のいずれの品⽬も増加した結果となっており、鞄類、袋物類、ハンドバッ
グ類いずれも同じようなペースで、この8年間で倍増に近いレベル、またハンドバッ
グ類は倍以上の伸びを⽰している。

輸出に関しては輸入に⽐べると⾦額はかなり少ないものの、こちらもこの8年間
で⼤きく増加しており、全体で128.1%の増加という結果となっている。ただ、こ
ちらは革製製品の伸びはほとんどなく、2013年~2015年あたりまでは増加傾
向にあったものの、2016年~2018年で減少に転じ、この8年で輸出額もマイナ
スとなり、そのシェアも23.9%→10.1%にまで縮小している。逆に革製以外の
製品の伸びが⼤きく、2.7倍程度の増加となっている。

※経済産業省「工業統計」（品⽬編）
※（ ）内の赤字数字は出荷額全体の合計数字
※（ ）内の⿊字数字は革製製品以外の製品の合計数字

. 国内出荷・輸出入のトレンド

(2) 鞄・袋物製品市場の10年の推移及び市場実態
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（144,344）

（116,980）

（百万円）

＜革製製品＞

２．皮革製品市場（靴・履物製品、鞄・袋物製品）の10年
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品⽬別鞄・袋物輸入額推移（2011年〜2018年） 品⽬別鞄・袋物輸出額推移（2011年〜2018年）（百万円） （百万円）

(2) 鞄・袋物製品市場の10年の推移及び市場実態
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＜革製製品＞

＜革製製品＞

（551,538）

（834,537）

（3,275）

（7,469）

※財務省「貿易統計」を基に作成 ※財務省「貿易統計」を基に作成

２．皮革製品市場（靴・履物製品、鞄・袋物製品）の10年
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3．地域産業振興事例研究からみる産地産業の有り⽅
(1) 各地域の取り組み

22

１．「地域資源（デニム）の価値最大化を目指して」岡山・倉敷市（児島）
取り組み⇒ 「児島ジーンズストリート構想」を掲げ、まず児島のジーンズメーカーの販売店をストリートに集積させることを第一⽬標に掲げ、ストリート全体のジーンズによ
るブランディング向上で集客を⽬指し、様々なソフト事業・ハード事業を実施。「KOJIMA BLUE International Art Festival」という芸術祭の開催や、商店街内の
道路をジーンズ色に舗装、看板やタペストリーの設置など次々に実現。また、鉄道会社・バス会社・タクシー会社・ホテルなど⺠間企業もこれらの動きに協調し、それぞれ
が主体的にジーンズのまちづくりに沿った取組を実現させた。

成果⇒ 児島の地場産業の一つであるジーンズを核とした取組でストリートをブランディングさせたことで、成果として7年間で、ジーンズショップ26店舗のほか、雑貨店や
飲食店も合わせて35店舗の新規出店を達成することができた。また、イベント時だけでなく平常時であっても来街者数は伸び続け、飲食店を中⼼に既存店にも効果が
波及し、ストリート全体として回遊性が増してきた。また月に一度開催している定例会で、取組に対する課題の抽出、情報の共有・発信などを議論し、地域をあげて
PDCAを回している。現状に満足することなく改善・改良を⾏っていき、商店街のさらなる「未来」についてのビジョン作成、研修などを今後も開催していく予定。

2．「OEMのまちからの脱却を進める、めがねのまち」福井・鯖江市
取組内容⇒ 「鯖江ブランド」の構築を⽬的に、①製品だけではなく、技術もブランド化する②鯖江市地域活性化プランコンテストの実施③学生との繋がり・地域活性
化④「データシティ鯖江」といった４つの指針を掲げ、成功事例を作っていくことで産業の底上げを図ろうとする狙い。また⾏政も積極的に関わっており、市⻑をリーダーとし
て様々な企画を打ち出し、福井県下で唯一⼈口も増加している町、話題性のある町として、メディアでも多く取り上げられるようになった。

成果①⇒ OEMに頼らない企業が増加。鯖江市内の⼈口の6分の1の⼈が係わっているとされる眼鏡産業において、自⼒でビジネスを成り⽴たせることが出来る企業の
増加は、鯖江市にとって⼤事なポイントであるが、企業、⾏政、商工会議所等の取組みで、ようやくそうした企業が増えつつある。またそうした企業への就職者が拡⼤す
ることが、鯖江市に定住することにも繋がるため、福井県で唯一⼈口が増えている都市として、最も注⼒しているポイントでもある
成果② ⇒眼鏡産業への就労希望者の芽生え・学生の参加。ここ数年は眼鏡産業への就労希望者は若⼲であるが、拡⼤傾向にある。鯖江の眼鏡産業のレベルの
⾼さが知れることになり、そこで働きたいとする学生や転職者が僅かながら出てきている。特に一度外に出ていた⼈が、鯖江に戻ってきて就職する⼈が増加傾向、また鯖
江以外の⼈も就職者が増えている。こうした鯖江市と学生とのイベントなどを介して、鯖江市及び鯖江市の産業に興味を持ち、就職を希望する学生も増えてきている。

3．「⾦属洋⾷器・ハウスウェア製品等「燕三条ブランド」の構築」新潟・三条市・燕市
取組内容⇒ 燕市と三条市の両自治体が、「燕三条」という地域ブランドに一体となって取り組み、①燕三条ブランドマーク」の制定②「燕三条プライドプロジェクト」の設
⽴による地場特産の⾦属加工品のみならず農業生産物や農作物を作る道具などもPRする等、ターゲットユーザーなどを意識せず、とにかく地域外（国内外）へ向け
て情報発信することに注⼒した。当初は地域住⺠に向けて情報発信し、その後県内から県外へ、そして現在は海外に向けたPRも⾏った。

成果①⇒ 燕三条駅物産品販売店での売上増。ここでは以前、約1,500の商品アイテムを扱っていたが、これをリニューアルオープンした「燕三条Wing」では800アイ
テムに厳選。当初は商品を数多く並べておかないと観光客の選択肢が減るので売上減とみていたものの、予想に反して以前と同⽔準の売上を確保した。リニューアル効
果で来客数も増え、その後、売上も順調に伸びている。
成果②⇒ 地場メーカーが、自社製品の開発と販売により、誇りを持つことができたのが⼤きな成果。一部の地場メーカーでは若⼿の従業員が増えるなど、地場の雇用
にも好影響がみられる。また、磨き職⼈の地位が以前は低かったものの、ブランディングによる地域内外からの評価が⾼まることで注⽬度がアップし地位向上につながった。
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3．地域産業振興事例研究からみる産地産業の有り⽅
(2) 3地域の戦略から⾒える成功のポイント
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事例として取り上げた3地域の戦略からみえるポイントとして以下の要点が挙げられる。

１．製品のブランド化のみならず技術のブランド化も推進
いずれの地域に共通した考え方として、製品のブランド化はもちろんであるが、その地域産業が持つ技術⼒をブランド化する、もしくはその技術⼒を持って事業拡

⼤を図るといった考えがある。特に海外への訴求となると、日本の産業の強みはそこにあると考えれることが近道であり、日本のタンナーにとっても同様のことを当て嵌
めることができる。

２．市⺠の意⾒を取り⼊れる環境、学生や若者の積極的な取り込み・意⾒の活用、それを具現化する仕組みづくり
産業の認知度向上、また⼈⼿不足の解消につなげる狙いなども兼ねて、このような取り組みを⾏っている産地も多い。こうした取り組みの場で新たなアイデアなど

が生まれる可能性もあり、特に認知を上げるために直接伝える機会となるこうした取り組みは貴重であると思われる。

３．地元の人材、企業以外にも地域と繋がっている人脈、関係している企業などに対し、様々な働きかけ提案を⾏い、地域により
興味を持ってもらう、知ってもらう

産業振興のための体制作りに向けて、内部（地元）の⼈材だけで⾏うとその発想や考え方に偏りが出来てしまい、俯瞰的な視点や幅広く情報を収集すること
においても限界が出てくる。そのためにも地元以外の⼈材でも、利用できる能⼒を持った⼈材を中に入れない⼿はない。地域のブランディングにおいては必須事項
である。

４．世界に通用するブランドづくり
最終的に世界を相⼿にビジネスを⾏なうかどうかは別として、日本のユーザーに訴求するためにも世界レベルを意識したモノづくりや訴求は、現在の市場環境を踏

まえても必須と思われる。特に日本の若者に⽀持されるポイントとして、世界に通用するかどうか、世界レベルにあるかどうかという基準をクリアする必要がある。

５．一つの製品の産業から、関連した周辺産業にまで事業を拡げる発想
市場への認知、産業のポテンシャルを広く伝えるためには、特定の製品に拘らず、その製品展開を活用できる産業との連携も視野に置くべきである。例えば燕三

条の取り組みのように、「⾦物製品（テーブルウェア）」⇒レストラン⇒食品といった関連付けた拡げ方によって、協業体制が取れるメリットもある。
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４．日本の製革産業の⽅向性・戦略
(1) 革産業を取り巻く環境の変化
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(2)国内市場での展開について

産業として過渡期を迎えている製革産業及び皮革産業は、産業の弱体化が進むに連れて周辺環境の変化による影響をより受けやすい状態になっている。ましてや
現在の日本は少子⾼齢化により、全体のマーケットが縮小しており、周辺環境の影響により劇的に変わってしまう可能性は否定できない。

＜製革産業・皮革産業に影響を与える社会要因＞
 ⼈口減少、少子⾼齢化 ⇒絶対的な製品マーケットの縮小
 天候不順、温暖化、震災等 ⇒店頭への客足の遠のくリスク、インバウンドの減少による製品マーケットの縮小
 IT・テクノロジーの進化 ⇒キャッシュレス決済などによって財布を持たなくなる
 「働き方改革」の浸透 ⇒在宅勤務など外出の必要がなくなることによるビジネス関連商品の需要低迷(革靴など）
 日EU・EPA締結 ⇒輸出拡⼤の機会（日本の革の特徴を認知してもらうことが前提）
 原皮調達国の地政学的リスク ⇒原皮など原材料の調達に悪影響
 為替変動 ⇒仕入コストに⼤きな影響を与える。

＜製革産業・皮革産業に影響を与えるファッション産業の変化＞
 シェアリングビジネスの浸透 ⇒売ることを前提とした商品の購入、中古品需要増加などによる新品需要の低迷
 インバウンド需要の市場定着 ⇒⽐較的⾼額製品の需要が堅調に推移
 消費者の機能性重視の嗜好 ⇒天然素材よりも合繊、合皮の機能性素材を選択する
 ガソリン⾞から電気自動⾞への移⾏、自動ブレーキ付帯の義務化 ⇒買い替え需要増加によるカーシート需要拡⼤
 ミレニアル世代の台頭 ⇒購買⼒は⼤きくはないが、情報発信⼒が強く、市況への影響⼒が強い。
 コラボレーション商品の展開拡⼤ ⇒革の使い方の拡がり、異業種とのビジネスの可能性

これまでの調査結果から、製革産業（タンナー）の国内市場でのビジネスの課題としては下記のような点が挙げられる。
 「日本の革」の特徴が伝わっていない・差別化が出来ていない
 問屋経由ビジネスの限界
 靴中⼼の製品需要に限界
 後継者問題・⼈⼿不足

上記に挙げたタンナーの課題に対する対応は、業界の拡⼤・維持のためには必ず⾏っていくべきことであり、いずれの課題への対応策として、以下の要点が挙げられる。
①「日本の革」の特徴、良さを訴求するための情報発信⼿段の構築
②ダイレクト販売（EC等）構築
③靴以外の用途開発・革製品メーカーとの協業推進
④海外事業者との共同事業構築

とにかくこれまでとは違う、⽬新しい形で海外の革とは違った魅⼒・特徴を打ち出す必要がある。
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４．日本の製革産業の⽅向性・戦略
(3) 海外市場での展開（可能性）について
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様々な環境の変化や、これまで海外現地を訪問し得た情報を踏まえて、日本のタンナーが海外でのビジネスの可能性を考えた場合、以下の要点を満たす、また検討
する必要がある。

 日本革の認知向上を⽬的とした情報発信⼿段・体制の構築
 日本にしかない素材の訴求、新素材の開発
 日本の強みである納期厳守、品質安定性など、ソフト面の訴求（情報訴求）強化
 現地で常設展⽰が可能なスペースの設置及び現地でのエージェント等の確保
 即時対応可能性なデリバリー体制及び生産体制の構築、及び現地物流倉庫の設置（EU域内拠点の確保）
 EU域内企業に対して量的な対応を⾏うための日本国内タンナーのグループ化
 EU域内のビジネスに精通した、実績のある現地メーカーとの協業

日本のタンナーの現状のままでは如何に商品的、価格的に優位性があったとしても、ビジネスの可能性はかなり低い。その⼤きな理由は、現地メーカーのどの会社も革
の納期が2〜3週間というのが当たり前になっており、日本からの物流の方法、納期が⼤きなネックとなる。これは価格の問題よりもはるかに⼤きな課題となっている。
また、日本の革の存在がほとんど知られていないという点は⼤きな課題である。リネアペレなどの展⽰会に出展することはもちろんであるが、日本革の特徴やイメージを伝え
る⼿段を構築する必要があるということも⼤きなポイントである。とにかく知られていないということは、いくら優れた革であっても、企画検討の段階での机上にも上がらないと
いうことであるため、まずはそこからである。またこの要点は、単独のタンナーでできることではなく、団体、組織を持って検討していく必要があることは⾔うまでもない。
日本の革に対しては訪問先のほとんどがその品質や技術の⾼さを認めている。実際のビジネスに即つながる話ではないにしても、予想以上の⽔準に興味を⽰すメーカー

も少なくない。ただ、革素材がプレーンなタイプの素材だとすると、ほぼEU域内で調達する選択を彼らは⾏う。日本の革を選択するケースがあるとすれば、日本でしか得ら
れない革（技法や仕上げが特有な革）や、日本でしか作れない革（機能性革や新素材など）しかない。
ビジネスとしての課題は多いが、海外事業という意識を残したうえで、常に情報を発信し続け、現地メーカーやエージェントなどとの協業や情報を得ながら、タイミングを得

られた時点で体制を構築していくといったスタイルが、日本のタンナーが海外で事業を展開可能となる数少ない方策であると思われる。

＜戦略のポイント＞
●日本革の存在、特徴を知ってもらう
⇒海外の製品の生産・流通を請け負うメーカーやホールセーラーなどにはまず認知されていない。これだと革調達の決定権が生産側にある場合は日本革は現状だと

ノーチャンス。そのためにも海外有名展⽰会への出展はもちろん、その場でインパクトのあるプロモーションを仕掛けることが重要となる。
●エージェント・パートナー企業の必要性
⇒海外で事業を⾏う場合、日本革を熟知していて現地の⾔語でしっかりと説明できるエージェントの存在は⽋かせない。そのエージェントに日本の革の情報を集結

させておく必要がある。
●海外企業が考える「日本らしさ」の追求
⇒海外の⼈が思う「日本らしさ」は伝統とか古風とかの仕上げではなく、技術⼒である。つまり革に置き換えてみると、⽔を弾く革、色落ちしない革、夏でも使える革と

いった、日本の技術⼒を持ってすればこういった革も製造できるのではないかといった要望に⾒合う革を検討する必要がある。
●海外事業を⾏うための体制づくり
⇒日本国内タンナーのグループ化が海外事業の展開、日本革の特徴を海外に発信するためにも不可⽋な要点である。グループ化することで、体制づくりの費用面

の負担も軽減され、またEUのクライアントの量的な対応や色々な素材バリエーションなどの幅広い対応への可能性も⾼まる。


